
            

令和元年度 第１回いしかわ森林環境基金評価委員会 次第 
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いしかわ森林環境基金評価委員会 設置要綱

（設置目的）
第１条 いしかわ森林環境基金条例（石川県条例第４１号）第１条に定め

る「いしかわ森林環境基金」（以下「基金」という。）を財源とした事業
の成果を検証・評価するとともに、事業の継続や見直しの必要性について検

、「 」（ 「 」 。）討するため いしかわ森林環境基金評価委員会 以下 委員会 という
を設置し、もって、同事業の透明性の確保と県民の理解増進にも資する。

（検討事項）
第２条 委員会は、次の事項について検討する。
（１）事業実績及び事業成果等の検証・評価に関すること
（２）事業の継続や見直しの必要性に関すること
（３）その他事業の推進に関すること

（組織）
第３条 委員会の委員は、市町長及び学識経験者、経済、社会教育、県民・消

費、農林水産関係団体の有識者からなるものとし、別紙のとおりとする。
２ 委員会に委員長を置くものとし、委員の互選により選出する。
３ 委員長は、会務を総理し、委員を代表する。

（任期）
第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。
２ 委員の再任は、妨げない。

（会議）
第５条 委員会は、委員長が招集し、会議の議長は委員長があたる。

２ 委員長に事故があるときは、委員長が指名する委員がこれを代行する。
３ 委員長は、必要に応じ、委員以外の者に出席を求め、意見を聴くことが

できる。
、 。４ 委員会の会議は 委員の半数以上の出席がなければ開くことができない
、 、 、５ 委員会の議事は 出席した委員の過半数をもって決し 可否同数の時は

委員長の決するところとする。

（議事内容の公表）
第６条 委員会は、原則として公開により実施し、議事内容は、議事要旨によ

り公表する。

（庶務）
第７条 委員会の庶務は、石川県農林水産部森林管理課において行うものとす

る。

（その他）
第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は委員会で

定めるものとする。

附則
この要綱は、平成２０年６月９日から施行する。
一部改正 平成２４年４月２日



いしかわ森林環境基金事業の概要

資料 １



１

県土の約７割を占めている森林は、木材を供給するだけでなく、

土砂災害を防止し、豊かな水を育み、二酸化炭素を吸収して地球の

温暖化防止に貢献するなどの機能をもっており、これら多面的な

機能は、森林を健全な状態に保つことによって、はじめて安定的に

発揮されるものであり、その恩恵は森林所有者や林業関係者に

限らず、広く県民に及ぶものである。

※石川県の森林が有している公益的な機能をお金に換算すると、年間１兆1,350億円にもなり、
県民一人あたりが森林から受ける恩恵は、年間約100万円になると試算。

○ いしかわ森林環境基金事業の取組経緯について



しかしながら、木材価格の低迷や山村の過疎化・高齢化等により

森林の手入れが適切に行われなくなったことで、林内が暗くなり

下草が生えず、土壌の流出が進むなど、森林の公益的機能が低下し、

県民生活や自然環境に様々な影響を及ぼすことが懸念されている。

そのため、平成１６年から２年余りの検討が重ねられ、平成１８年

１１月に「いしかわの森づくり検討委員会報告書」として、すべての

森林の整備を林業関係者の自助努力に委ねることには限界があるとい

う認識の下、社会全体で森林を支えていく新たな制度を構築していく

必要性が確認された。

※林内が暗く、下草が生えない
手入れ不足の人工林

※人家を覆うように繁茂した
放置竹林

２



こうした報告書を踏まえ、森林の公益的機能を早期に回復させる

ことを目的として、「いしかわ森林環境税」を平成１９年度から

開始し、この税を活用して、積極的に森林の手入れ等が行われている。

課税方法 県民税均等割の超過課税（均等割額に一定額を上乗せして課税）

対 象 者
【個人】県内にお住まいの方等（対象：約６０万人）

※一定以上の所得のある方
【法人】県内に事務所、事業所を持っている法人等（対象：約３万社）

税 額 【個人】年額；500円
【法人】年額；1,000円～40,000円(県民税均等割の税率の5㌫相当額)

いしかわ森林環境税の概要

３



○ いしかわ森林環境基金評価委員会 （平成２０年度～）

検討事項

① 毎年度、「いしかわ森林環境基金」を

財源とした事業の実績及び成果等の検証・

評価、報告

② 「いしかわ森林環境基金条例」改正時

（５年毎）や情勢の変化があったときなど

必要に応じて、事業の継続や見直しについて

検討、報告

４



第１期（Ｈ１９～２３）
いしかわの森づくり検討委員会報告書
（Ｈ１８．１１）

・森林の公益的機能を維持する
ため、水源地域等の手入れ不足
人工林について、まずは重点的
に整備

・県民に対する森林の現状や、
森林整備の取組等についての
普及啓発や情報提供に努める
ほか、県民参加の森づくりを推進

第２期（Ｈ２４～２８）
いしかわ森林環境基金評価委員会報告書
（Ｈ２３．１１）

・手入れ不足人工林に侵入する
竹の除去が必要であり、間伐と
併せ侵入竹の除去を実施

・里山林の緩衝帯整備をモデル
的に実施。

・県産材製品を人目に付く場所
に設置することなどにより税事業
の周知度を向上

第３期（Ｈ２９～R３）
いしかわ森林環境基金評価委員会報告書
（Ｈ２８．１１）

・侵入竹の発生源となっている
放置竹林の解消

・野生獣の出没を抑制するため、
集落周辺の緩衝帯整備を実施

・森林の適切な整備のため、
木材利用に対する理解を深める
取組を実施

○ いしかわ森林環境基金事業における新たな取組の変遷

５
間伐がされず、林内が暗くなり、下草が

生えないことで、保水力などの機能が低下
人工林内に竹が侵入して樹木を覆い、

放置すると人工林が枯死

過密化した里山林で藪の刈払などを
実施し、野生獣との緩衝帯を確保



○ いしかわ森林環境基金事業の取組内容の変遷

区分
第１期（Ｈ１９～２３） 第２期（Ｈ２４～２８） 第３期（Ｈ２９～Ｒ３）

計画 実績 計画 実績 計画

手入れ不足
人工林の整備

強度間伐
１０，０００ｈａ １０，５５０ｈａ ７，０００ｈａ ３，０００ｈａ １，５００ｈａ

１，６５０百万円 １，６５９百万円 １，２５０百万円 ６５３百万円 ４５０百万円

利用間伐
４，６００ｈａ ６，５００ｈａ

－ －

侵入竹の除去
５５０ｈａ ７０１ｈａ

４００百万円 ９３０百万円

放置竹林の除去
６００ｈａ

１，０６０百万円

緩衝帯整備

３００ｈａ

１６５百万円

県民の理解増進と県民参加
による森づくり（普及啓発）

５８，２３４名 ６８，６４６名

１８３百万円 １３９百万円 １８３百万円 １９１百万円 １８５百万円

６



７

平成３０年５月に森林経営管理法が成立し、市町が主体となって手入れ不足

人工林の整備をすすめる新たな森林管理システム、いわゆる森林バンク制度が

平成３１年４月より開始

○ 森林・林業を取り巻く情勢の変化

経営管理を
再委託

経営管理を
再委託

林業経営に
適した森林

林業経営に
適さない森林

森林所有者 市町

経営管理を
委託

経営管理を
委託

森林バンク制度

申し出申し出

（森林所有者の責務）
適時の伐採・造林・保育

もう責務は
果たせないなぁ

意向を調査意向を調査

市町⾃ら経営管理

意欲・能⼒のある林業経営者

・育成単層林を循環利⽤

・強度間伐で針広混交林へ誘導



また、市町による森林バンク制度の財源として、森林環境税及び

森林環境譲与税に関する法律が平成３１年４月から施行

令和元年度以降、手入れ不足人工林の強度間伐は、
国の森林環境譲与税を財源とした市町による整備に移行

森林環境税［平成36年度から課税］

対 象 者 国内に住所を有する個人

税 額 【個人】年額；1,000円

森林環境譲与税［平成31年度から譲与］

譲 与 額 森林環境税の収入額（全額）に相当する額

譲 与 先 市町 及び 都道府県

使 途

市 町：間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や

普及啓発等の森林整備及びその促進に関する費用

都道府県：森林整備を実施する市町村の支援等に関する費用

８



手入れ不足人工林の整備を着実に進め成果をあげてきた一方、いしかわ

森林環境基金事業創設後１０年間で２，０００ヘクタールの新たな手入れ

不足人工林が発生、今後は、従来の方策に加え、手入れ不足人工林の発生

を未然に防ぐ対策が必要

戦後造成された人工林資源が成熟し、木材として利用可能な段階に移行

してきている中で、木材利用の促進により、経済林における間伐を促進し、

手入れ不足人工林の発生を未然に防ぐことで、森林の有する水源かん養や

土砂流出防止機能等の公益的機能を持続的に発揮させることが重要

平成３０年６月には、県産材の利用促進に関する施策を総合的に推進し、

森林の有する多面的機能の発揮と活力ある地域社会の実現に寄与すること

を目的として、議員提案による「石川県県産材利用促進条例」が全会一致

で可決

○ いしかわ森林環境基金事業の見直しによる新たな取組（令和元年度～）

９



第1期
（H19～H23）

第2期
（Ｈ24～Ｈ28）

第3期
(H29～Ｈ30）

第3期
（H31～Ｒ3：計画）

手入れ不足人工林の整備
〇

10,550ha
〇

9,500ha
○

300ha/年
―

300ha/年

竹林の除去 ―
〇

（侵入竹）
675ha

〇
（放置竹）
120ha/年

〇
120ha/年

荒廃した里山林における
緩衝帯の整備 ― ―

〇
60ha/年

〇
60ha/年

県産材利用の促進 ― ― ―
〇

（追加）

区分

いしかわ森林環境基金事業

県環境税による整備を継続

国譲与税による整備

県環境税の新たな使途

こうした状況を踏まえ、令和元年度から手入れ不足人工林の発生を

未然に防ぐため、いしかわ森林環境税を財源とした県産材利用促進対策を

新たに追加

※ 詳しい内容については、平成30年いしかわ森林環境基金評価委員会報告書をご覧ください。
URL：https://www.pref.ishikawa.lg.jp/shinrin/kikaku/documents/h30_hyouka_houkoku.pdf １０



1 

 

いしかわ森林環境基金事業の平成 30 年度の取組実績 

 

Ⅰ 森林整備事業 
  県民共有の財産である森林を健全な姿で次の世代に引き継いでいくため、森林の

公益的機能の維持・増進を図る施策を実施。 

 

 ■平成 30 年度の事業費内訳 

項目 事業内容 事業費 

 

国庫補助金 基金 

環境林整備事業 ・強度間伐 

・放置竹林の除去等 

・緩衝帯の整備 

467,800 143,151 324,649

 
（１）手入れ不足人工林の強度間伐の整備計画と実績 

林業採算性の悪化や山村の過疎化等により、整備がされず公益的機能が低下し

た人工林 （手入れ不足人工林）の機能を回復するため、通常の間伐の２倍程度に

あたる 40％以上の本数を一度に間引きする間伐（強度間伐）を実施。 

令和元年度からは、新たに導入された森林環境譲与税を活用し、市町が主体と

なって森林経営管理制度による整備を予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

項目 
第 3 期 

H29 H30 R1 R2 R3 計 

強度間伐 

計画 300 300 300 300 300 1,500

実績 398 330
市町の森林経営管理制度 

に移行 
728

 

 

 

 

 

単位：ha

単位：千円 

※H30 実績は見込 

資料２ 
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■林業試験場によるモニタリング結果 

強度間伐を実施した人工林の 40 箇所と、侵入竹の除去を実施した人工林の 20 箇所

において調査固定枠（10ｍ×10ｍ）を設置し、天然更新による高木性広葉樹の生育状

況を調査したところ、スギ林、アテ・ヒノキ林それぞれにおいて、強度間伐の実施後

12 年間で、樹高が伸長し、針広混交林化が進んでいる傾向が認められた。 

また、侵入竹の除去を実施した人工林においても、実施後 6 年間で針広混交林化が

進んでいる傾向が認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■強度間伐の実施状況（中能登町水白 地内）

間伐前 間伐後 
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強度間伐林も侵入竹林整備地においても、それぞれの標高域に応じ、多くの高木性

広葉樹が生育している。 

両者の更新状況の傾向は類似しており、間伐または整備直後にはカラスザンショウ

やアカメガシワなど先駆性の樹種が優占していたのに対し、現在はヤマザクラやホオ

ノキなど周辺広葉樹林の構成する種の優占が高まりつつある。 

また、比較的低い標高域にある侵入竹林整備地ではシロダモやウラジロガシなども

生育している。 

 

 

 

強度間伐後に更新した主な高木性広葉樹 

カラスザンショウ 

ネムノキ アカメガシワ 

コシアブラ ホオノキ ク リ 

〈間伐直後に多くみられた広葉樹〉 〈10 年後に多くみられた広葉樹〉 

侵入竹の除去後に多く見られた広葉樹 

カラスザンショウ ネムノキ ヤマザクラ 

ホオノキ シロダモ ウラジロガシ 
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■放置竹林除去の実施状況（かほく市多田 地内） 

（２）放置竹林の除去等の整備計画と実績 

竹林はタケノコや竹材加工品の資材等の生産のため、県内各地で整備・管理さ

れてきましたが、近年、安価な輸入タケノコや竹材の代替品の増加に伴い、管理

されなくなった竹林（放置竹林）が増加し、周辺の森林に侵入・繁茂しており、

森林の公益的機能の低下をもたらすことが懸念されている。 

このため、これらの放置竹林を除去し、健全な広葉樹林へ誘導。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

項目 
第 3 期 

H29 H30 R1 R2 R3 計 

放置竹林

の除去 

計画 120 120 120 120 120 600

実績 121 120
   

241

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※H30 実績は見込 

H29 竹林除去 

H30 再生竹刈払 

H28 竹林除去 

H29,H30 再生竹刈払 

R1 竹林除去 

（予定） 

H30 竹林除去 

R1 再生竹刈払 

（予定） 

※地理院タイルを 

加工して作成 

単位：ha 
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 ＜H28～30 年度における放置竹林除去の実施状況＞ 

○H28              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○H29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○H30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜再生竹刈払実施状況＞ 

○H30 

 

 

 

 

 

 

 

 

除去前 除去後 

除去後 除去前 

除去前 除去後 

実施前 実施後 
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■林業試験場によるモニタリング結果 

県内 20 カ所の放置竹林整備地で再生竹の繁茂と植生の回復状況の調査を実施した

ところ、高木性広葉樹の稚樹が本数、種数ともに増加する傾向が認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放置竹林整備地に更新した広葉樹の種類は、強度間伐林や侵入竹林整備地と同

様に多くの広葉樹が更新し、構成する種も類似している。 

整備した翌年の H30 には、ほとんどの整備地でカラスザンショウやアカメガシ

ワなど先駆性樹種が優占している。 
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（３）緩衝帯の整備計画と実績 

近年、集落周辺の里山林が、生活様式の変化等により利用されなくなった

ことで過密化し、クマやイノシシ等の隠れ場所になるなど、野生獣の生息域

と集落との緩衝域としての機能が低下し、私たちの安心・安全な生活環境へ

の大きな脅威となっている。 

このため、藪の刈払いなどで森林の見通しを良くし、野生獣の生息域と集

落との境界を形成する取り組み（緩衝帯整備）を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■緩衝帯整備の実施状況（七尾市中島町西谷内地内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 
第 3 期 

H29 H30 R1 R2 R3 計 

緩衝帯の

整備 

計画 60 60 60 60 60 300

実績 64 57
   

121

実施前 実施後 

単位：ha 

※H29 は 12 地区、H30 は 10 地区で実施 
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■林業試験場によるモニタリング結果 

１．痕跡調査 

県内５地区において、集落と緩衝帯整備森林との間に、約１km の調査ルートを設

置し、イノシシの痕跡（ケモノ道、足跡、掘り返し、食害痕、落石など）の位置と

数を調査し、整備前（H29）と整備後（H30）の春時期の痕跡について比較したとこ

ろ、整備後のイノシシが出現した痕跡数は、整備前よりも減少する傾向が認められ

た。 

 

 

 

 

 ２．カメラ調査 

緩衝帯整備の効果を明らかにするために、２地区に自動撮影カメラを３台ず

つ通年設置し、イノシシの出没状況を調査した。 

整備前と比較して整備後にイノシシの撮影頻度が低下した。 
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３．アンケート調査 

集落住民へのアンケートを行ったところ、緩衝帯整備により見通しや景観が

改善された、整備した箇所でイノシシの出没が減った、という声が寄せられた。 

  また、維持管理に関しては、地区に応じた体制や創意工夫で維持管理を行っ

ている事例がある。 

七尾市中島町西谷内地区では、多面的機能支払交付金などの制度の活用や、

県の「いしかわ農村ボランティア」の協力を得て、設置した緩衝帯の草刈り等を

実施しており（写真上）、能登町五十里地区では、農業安全課の被害対策研修会

等で学んだ手法を地域に生かし、緩衝帯に電気柵を設置して緩衝帯と電気柵を

セットで管理している（写真下）。 

イノシシの有害捕獲にも積極的に取り組んでおり、いろいろな仕組みを上手

く取り入れた取り組みの推進が重要と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
緩衝帯に設置した電気柵 

（能登町五十里地区） 

農村ボランティアによる緩衝帯の草刈り 

（七尾市中島町西谷内地区） 
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（参考）安定的な雇用の確保及び経済波及効果について 

いしかわ森林環境基金を活用した森林整備により、平成 30 年度は 15,889 人・日の

雇用創出効果があったと試算され、雇用人数に換算すると、64 人の雇用に貢献したと

試算された。 

 

いしかわ森林環境基金事業による雇用日数・人数(推計） 

 

 

 

 

 
※強 度 間 伐：1ha 当たり 12 人・日の雇用として試算 

            竹 の 除 去：1ha 当たり 60 人・日の雇用として試算 

            再生竹の刈払い：1ha 当たり ８人・日の雇用として試算 

            放置竹林の除去：1ha 当たり 77 人・日の雇用として試算 

緩 衝 帯 整 備：1ha 当たり 17 人・日の雇用として試算 

 

県が公表している「平成 23（2011）年石川県産業連関表 経済波及効果簡易分析ツ

ール」を用いて算出したところ、森林整備事業の経済波及効果は約 1.29 倍で、自家輸

送や機械修理への波及効果が大きいと試算された。 

 

いしかわ森林環境基金事業ハード事業による経済波及効果（試算） 

 

 

 

 

 

年度 H30

雇用日数 15,889

雇用人数 64

国庫 環境税

H30森林整備事業 468 143 325 603 1.29

　事業費
（百万円）項目

総合波及効果
（百万円）

経済波及倍率（倍）
対事業費
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Ⅱ 普及啓発事業 
「森林や木材利用に対する理解の増進」と「県民参加の森づくりの推進」を 

２本柱として、他部局とも連携しつつ、施策を展開。 

 

■平成 30 年度 いしかわ森林環境基金 普及啓発事業一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 森林や木材利用に対する理解の増進 

（１）いしかわ森林環境基金評価委員会開催（事業費：469 千円） 

   事業の成果を検証・評価するとともに、事業の見直しの必要性について

検討するため、３回開催した。 

 

（２）いしかわの森づくり普及広報推進事業（事業費：6,437 千円） 

県民の理解を増進するための普及広報を継続実施した。 

  ・新聞に事業成果などを掲載 

・パンフレット等の作成・配布 

・農林漁業まつり、環境フェアなど各種イベントにおける PR の実施 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （単位：千円） 

新聞広告（8/26(日)、9/23(日)、3/24(日)北國新聞及び北陸中日新聞掲載） 

事業名等 事業概要 予算額 決算額

いしかわ森林環境評価委員会開催 税の使途説明及び検証のため、第３者からなる評価委員会を開催（委員12名） 600 469

いしかわの森づくり普及広報推進事業
新聞広告、チラシ・パンフの作成・配布や、イベント、のぼり旗、成果を紹介する映像や広報誌等による
普及広報

7,000 6,437

いしかわ森林環境功労者表彰 県内での森づくり活動に顕著な功績のあった団体・企業・個人を表彰 120 77

いしかわ森林環境実感ツアー
親子や一般県民、小学生を対象とした、手入れ不足の整備状況等の現地を見学するバスツアーの開
催

2,900 2,900

木に親しむまちづくり推進事業
建築士等を対象に、新たな建築資材（ＣＬＴ等）や最新の木造建築に関する工法、県産材活用例等を
紹介する講習会を開催

2,000 2,000

森林への理解を育む木育推進事業
保育士等を対象に、子どもたちへ木の大切さを伝えるセミナーや、遊びと学びを組み合わせた実演会
を開催

2,000 2,620

こども森の恵み推進事業 次世代を担う子供達を対象とした森林環境教育や体験活動を実施するNPO等への支援 3,000 3,000

いしかわの森づくり推進月間事業 毎月10月の推進月間において、県民が参加する森づくりイベントを開催 2,600 2,600

企業の森づくり推進事業 企業に対する説明会やフィールドの斡旋 1,000 700

いしかわ身近な森保全事業 里山林等において地域住民等と協働して行う森林整備や木材等の利用活動への支援 5,000 5,000

森づくりボランティア推進事業【生活環境部】 里山等の森づくり活動を自主的に実施するNPO等への支援 3,700 3,700

里山子ども園推進事業【生活環境部】 里山を活用したもりの保育園のモデルプログラムの企画実施、保育士等の体験会実施 3,000 3,000

いしかわの森整備活動CO2吸収量認証事業【生活環境部】 企業等が実施した森づくり活動に対するCO2吸収証書の発行 1,000 790

いしかわ版CO2削減活動支援事業【生活環境部】 企業への森林保全活動（CO2削減活動）に対する理解促進 600 228

いしかわ景観キッズプログラムの開催【土木部】 小学生を対象に、里山景観に関心を抱き、大切さを学習する体験教室を開催 800 800

森
林
や
木
材
利
用
に
対
す
る

理
解
の
増
進

県
民
参
加
の
森
づ
く
り
推
進
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農林漁業まつり（10/20(土)、21(日)）    

いしかわ森林環境税パンフレット 

いしかわの里山里海展（8/25(土)、26(日)）    

いしかわ環境基金事業 
事例発表会・事業説明会（3/27(水)）    

新聞広告やパンフレットの作成により、県民に対

し森林の役割や森林環境税の意義を周知するとと

もに、各種イベントにおいて森林や木材利用に対

する理解を深めるための取り組みを実施。 

 

取り組みの結果、普及啓発事業全体の参加人

数が 16,691 人とこれまでで最多になるなど、県民

の森林・木材利用に対する理解の増進や県民参

加の森づくりの推進が図られた。 
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（３）いしかわ森林環境功労者の表彰（事業費：77 千円） 

   森林環境の保全に対する貢献が顕著であり、他の模範となる者を表彰した。  

  【主な功績】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）いしかわ森林環境実感ツアー（事業費：2,900 千円） 

   一般県民や親子、小学生を対象に森林整備状況や木材産業の現場を見学する

バスツアーを開催した。 

 

○森林環境実感ツアー（親子向け） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催日 内容 場所 参加人数

輪島市

能登町

計 49名

8/18（土）
利用間伐実施現場の見学、侵入竹整備地の
見学、木材加工施設の見学等

18名

8/25（土）
利用間伐実施現場の見学、侵入竹整備地の
見学、県産材住宅の見学等

白山市 31名

区分 H30

表彰者数 3

功労者
・加賀東芝エレクトロニクス株式会社
・四十万木の駅プロジェクト実行委員会
・石川県立穴水高等学校

受賞者名 区 分 主な功績

石川県立
穴水高等学校

学校

　平成26年度より地域の森林資源の有効活用を目的として、林地に残された間伐材
や竹材を引き取り、薪や竹チップにして利用するなど、未利用資源のエネルギー利
用や森林資源の利活用の促進に取り組んでいる。

　平成24年度より「のとてまり」「のと１１５」の栽培に取り組むとともに、県有林や穴
水町有林において、しいたけの原木として利用されるコナラの植樹活動行うなど、森
林環境教育の実践を実践するとともに、能登の里山保全に寄与している。

　平成25年度より辰口丘陵公園において毎回100名程度のボランティアによる森づく
りを行ってきた。活動開始以降、延べ1,000名以上の参加を得ており、里山整備を継
続した結果、希少植物が増えるなど、企業による森づくり活動の模範となっている。

加賀東芝エレクトロニクス
株式会社

企業

四十万木の駅
プロジェクト実行委員会

団体

県民みどりの祭典にて表彰（津幡町） 

高性能林業機械による伐採の見学（白山市） 木材加工施設の見学（輪島市） 
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○森林環境実感ツアー（一般向け） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【一般向けツアー参加者・親子向けツアー参加者（大人）へのアンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理解できた

58%

あまり興味が

わかなかった

4%

よく理解できた

38%
納得した 50%

どちらともいえ

ない 12%

とても納得した

38%

開催日 内容 場所 参加人数

計 50名

9/29（土）
緩衝帯整備地の見学、尾小屋鉱山資料館の
見学、木材市場・木材加工施設の見学等

30名

9/29（土）
利用間伐実施現場の見学、侵入竹整備地の
見学、不燃木材加工工場の見学等

志賀町 20名

小松市

緩衝帯整備地を見学（小松市） 木材不燃加工工場を見学（志賀町） 

Ｑ：森林・林業や森林の意義につい

て理解できましたか？ 

Ｑ：本ツアーに参加して、森林環境税の活用方

法について、どのように評価しますか？ 

参加者へのアンケートの結果、９割以上が森林・林業の意義について理解でき

たと回答し、８割以上が森林環境税の活用方法について納得したと回答。 

県民の森林・林業に対する理解が増進したと考えられ、森林環境税の活用方法

についても評価が得られた。 
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○森林環境実感ツアー（こども向け） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【子どもたちへのアンケート】 

     Ｑ：森林・林業について興味がわきましたか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【先生へのアンケート】  

Ｑ：今後もこのような森林環境教育や体験学習に取り組んで行きたいですか？ 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

少し興味が

わいた 56%

全然興味が

わかなかった

2%

あまり興味が

わかなかった

6%

興味がわいた

38%

開催日 参加学校 参加人数

10/4（木） 御園小学校 126

10/16（火） 松陽小学校 41
10/17（水）,25（木）,26（金） 朝日小学校 230

10/30（火） 蓮台寺小学校 24

11/7（水） 金石・浅野川小学校 120

11/9（金） 錦城・十一屋・馬場・英田小学校 206
計 10校 747

取り組みたい

22%

あまり取り組み

たくない 4%どちらともいえ

ない 9%

大変取り組みたい

65%

木材加工工場を見学（小松市） 

間伐作業を見学（白山市） 

子どもたちへのアンケートの結果、実感ツアーを通して、９割以上が森林や林業に

ついて興味がわいたと回答。 

次代を担うこどもたちの森林・林業への理解が増進したと考えられる。 

先生へのアンケートの結果、８割以上が今後も森林

環境教育や体験学習に取り組んで行きたいと回答。 

森林や林業への理解増進に取り組む人材や環境づく

りが進んだと考えられる。 
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（５）木に親しむまちづくり推進事業（事業費：2,000 千円） 

県民共有の財産である森林の適切な整備・保全を進めるために、木材利用に

対する理解を深める取組を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）森林への理解を育む木育推進事業（事業費：2,620 千円） 

   幼児から大人までが木に親しみ、木の良さを学ぶとともに、森林への理解を

育むことを目的として、「木育」を学ぶセミナーの開催や「木育」出前講座を

実施した。 

 

 ○木育セミナーの開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催日 場所 内容 参加者数

7/21(土)
石川県文教会館401,402会議室
（金沢市尾山町10-5）

講座1：子どもの遊びと木育実践①
講座2：ワークショップ①（イス、箸の製作）

25名

9/1(土)
石川県森林公園ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ
（河北郡津幡町字津端ｴ-14）

講座1：日々の保育と自然（森）をつなぐ
講座2：木育演習①（森・木を保育に持ち込む、絵本と森を繋ぐ）

30名

11/10(土)
金沢大学角間の里
（金沢市角間町ﾇ7）

講座1：石川県らしい木育って（事例紹介とフィールドワーク）
講座2：ワークショップ②（身近な木を使ったものづくり）

32名

12/16(日)
石川県文教会館401,402会議室他
（金沢市尾山町10-5）

講座1：基調講演（木育による人づくり、地域づくり）
講座2：ワークショップ（日々の暮らし、教育活動と木育、その効果）

105名

第 1 回 「県産材を知る」 木材市場見学状況 

（かが森林組合那谷工場） 

第 3 回 「木と鉄のハイブリッド構造」 講習会実施状況 

（金沢工業大学白山麓キャンパス） 

参加者からは「新しい木の使い方を色々考えられてよかった」、「木造建築につい

てよく理解できた」など好評であり、木造建築を行う建築士等に対する効果的な取

組として評価が得られた。 

開催日 講習会題目 開催場所 講習会内容 参加人数

8/22(水) 「県産材を知る」
(株)シモアラ、かが森林
組合那谷工場ほか

木材の伐採、搬出、運搬、木材市場に至るま
での流れを体感

33

9/15(土)
「木造耐火のすすめ」
「近年の法令改正が可能とする木造を見せる防火設計」

ITビジネスプラザ武蔵
木造耐火建築物に必要とされる性能と各種
耐火構造の解説と木造耐火建築物の現状

46

10/27(土) 「木と鉄のハイブリッド構造」
金沢工業大学白山麓
キャンパス

木と鉄のハイブリッド構造を採用したキャンパス見学

可能性や最新の構造設計を学ぶ
57

11/10(土) 「中大規模木造建築物の構造設計」 地場産業振興センター
製材・木質材料の基礎知識、接合部の基礎
知識と構造計算

51

3/2(土) 「実例から見た木造建築の工法別コスト比較」 能美市辰口福祉会館
中大規模建築の工法別の調書・短所及びコ
スト比較

40

合計 全5回 227
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第２回木育セミナー 

（施設に森を持ち込む体験プログラム） 

第３回木育セミナー 

（クルミを使った木製品製作） 

【参加者へのアンケート】 

Q1：所属する施設で木育に取り組

んでいるか？ 

Q2：(Q1で取り組んでいないと回答した方に対し)

  新たに取り組みたい内容は何か？ 

参加者へのアンケートの結果、これまで木育に取り組んでいなかった施設においても

木製品の仕様や森・木にふれあう取組を行いたいと回答。 

幼い子どもたちが森や木にふれあうことができる環境づくりや人材の育成が進んだと

考えられる。 
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 ○木育出前講座の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【保護者、先生へのアンケート】 

     Ｑ：子どもが木への親しみを持てたか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

開催日 場所 内容 参加者数

8/7(火）
中能登町旧久江小学校
（鹿島郡中能登町久江ホ部30）

普及指導員による「木のお話」
木工作教室（県産杉）・大工体験（かんな削り）

児童37名
大人30名

8/20(月）
川北町役場文化センター
（能美郡川北町壱ツ屋174）

普及指導員による「木のお話」
木工作教室（県産杉）・大工体験（かんな削り）

児童20名

9/13（木）
学校法人星名学園　木津幼稚
園
（かほく市木津ニ132番甲地他）

4歳児：ミニ運動会、紙芝居の読み聞かせ、ダン
ス

幼児48名

10/13（土）
邑知保育園
（羽咋市飯山町ト8番地1）

3歳児：紙芝居の読み聞かせ、木のおもちゃ広
場体験
保護者：木育インストラクターの話

幼児23名
大人23名

11/2（金）
山王こども園
（金沢市山王町2丁目85番地）

4・5歳児：ミニ運動会、紙芝居の読み聞かせ、
ダンス

幼児42名

11/15（木）
野町保育園
（金沢市野町3-24-32）

4・5歳児：木工作、紙芝居の読み聞かせ、ダン
ス

幼児39名

1/17（木）
美郷保育園
（野々市市郷町1丁目102番地）

4・5歳児：ミニ運動会、紙芝居の読み聞かせ、
ダンス

幼児43名

1/30（水）
あおば保育園
（小松市沖町レ39）

5歳児：木工作、紙芝居の読み聞かせ、ダンス 幼児32名

2/14（木）
かわちこども園
（白山市河内町福岡88）

3～5歳児：ミニ運動会、紙芝居の読み聞かせ、
ダンス

幼児25名

山王こども園 

（里山ウッディ君とのダンス） 
あおば保育園 

（木工作教室） 

保護者、先生へのアンケートの結果、

９割以上が「子どもが木への親しみが持

てた」と回答。 

子ども、保護者、先生の木材利用へ

の理解が増進したと考えられる。 
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２ 県民参加の森づくりの推進 

（１）こども森の恵み推進事業（事業費：3,000 千円） 

  子ども達を対象に森林環境教育や森林体験活動を行うＮＰＯ等 18 団体を支

援した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）いしかわの森づくり推進月間事業（事業費：2,100 千円） 

  毎年 10 月を「いしかわ森づくり推進月間」、「県産材利用推進月間」と定

め、県下６地区で県民木づかい推進・森づくり大会を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 H30

団体数 18団体

参加者数 6,112人

開催日 開催テーマ 開催場所 大会内容 参加人数

10/14(日) 小舞子　海岸の森づくり
白山市湊町
（小舞子公園）

下刈り、除伐、ベンチ作り 39

10/14(日) 能登の里山　広葉樹の森づくり＆木の楽器づくり
輪島市大沢町
（県有林）

植樹、リュールシロフォン作り 45

10/28(日) 憩いの森「秋の祭典」
小松市吉竹町
（憩いの森）

保育、木工作、苗木配布 307

10/28(日) 権現森　海岸の海づくり
河北郡内灘町宮坂
（権現森公園）

植樹、下刈り 36

10/30(火) 海の森づくりと木の公園づくり
七尾市能登島町向田
（海岸林）

植樹、樹木名プレート設置 55

11/25(日) 木と火と人
金沢市三谷
（さとやま交流広場）

県産材の丸太を燃料としたポップ
コーンづくり

1,000

合計 6地区 1,482

（しいたけ植菌体験・白山市） （森の役割学習・七尾市） 

海岸林における植樹（七尾市） マツ林内のベンチ作り（白山市） 

奥能登地区から南加賀地区まで、広く県内の NPO 団体や保育所等の団体が行

う活動に支援。 

平成 30 年度は 6,112 人の子どもたちが森林体験活動等を経験し、次代を担うこ

どもたちの森林・林業への理解が増進した。 
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（３）企業の森づくり推進事業（事業費：700 千円） 

  企業による森づくり活動を推進するため、企業に対する説明会や現地見学会

の開催、活動フィールドの仲介、技術指導等を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）いしかわ身近な森保全事業（事業費：5,000 千円） 

  地域住民と協働で集落周辺の放置された森林の整備・保全・活用を図る 2 

市の取組を支援した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区分 H30実績

協定締結企業数（新規） 5企業

締結企業数 57企業

活動フィールド 63地区

森づくり活動参加者数 3,558人

下刈り作業の様子 （中能登町・石動山） 

平成 30 年度より、10 月を従来からの「森づくり推進月間」に加え、「県産材利用推進

月間」と定められたことから、県内 6 地区で森づくり活動及び木づかい活動を実施。 

特に、金沢市内での活動には約 1,000 人が参加するなど、県内の森づくり・木づかい

活動への機運が高まった。 

新たに５企業の協定締結があり平成 30 年度は 3,558 人が活動に参加した。 

企業の協定締結数は全国でも３番目に位置しており、参加者の森林と木材利用

に対する理解が増進するとともに、県民参加の森づくりの主体の育成が進んだ。 

事業主体 事業内容 実施場所 森林整備等面積

小松市
地域住民と協働した森林整備活動
（下草刈り、除間伐）

小松市（井口町、吉竹町） 1.0ha

地域住民・小学校と協働した森林整備活動
（広葉樹の整理伐）

金沢市（岩出町、堅田町、深谷町、
不動寺町）

1.2ha

地域住民と協働した森林整備活動
（広葉樹の整理）

金沢市（上辰巳町） 0.5ha

地域住民・小学校と協働した森林整備活動
（下草刈り）

金沢市（宮野町） 0.5ha

合計 3.2ha

金沢市
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（５）森づくりボランティア推進事業（事業費：3,700 千円） 

   自主的に森づくり活動等を行うＮＰＯ等 14 団体へ支援した。 

（生活環境部温暖化・里山対策室） 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区分 H30

団体数 14団体

参加者数 1493人

森林整備等面積 28.8ha

のこぎりの使い方説明（金沢市） 伐採した広葉樹の利用（金沢市） 

２市が実施する里山林の整備等の活動に対し助成を行い、平成 30 年度は 304

人の地域住民や小学生が参加し、3.4ha の森林整備が行われるなど、県民参加に

よる森づくりが進んだ。 

（遊歩道整理・金沢市） （下刈り・津幡町） 

県内の NPO や地域住民のボランティア団体等が自主的に行う里山林の保全や利活用

等の活動に対し助成を行い、平成 30 年度は 28.8ha の森林整備が行われ、県民参加によ

る森林整備が進んだ。 
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（６）里山子ども園推進事業（事業費：3,000 千円） 

  県内の保育園・幼稚園を対象に里山の自然体験プログラムを計 59 回実施し

た。（生活環境部自然環境課）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【先生へのアンケート】 

      Ｑ：今後、園独自でこのような自然体験活

動を実施したいと思いますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）石川の森整備活動 CO2 吸収量認証事業（事業費：790 千円） 

  企業の森づくり活動を推進するため、森林整備活動に対する二酸化炭素の吸

収量証書を 18 企業（うち新規 1）に交付した。 

（生活環境部温暖化・里山対策室） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

団体名
認定

吸収量
（t-CO2）

のと共栄信用金庫 8.3

石川フォレストサポーター会 3.4

公益社団法人石川の森づくり推進協会 9.0

株式会社北國銀行 1.1

富士通株式会社　北陸支社 2.2

ＴＯＴＯ株式会社　北陸支社 2.0

鶴来信用金庫 0.3

株式会社石川コンピュータ・センター 1.7

株式会社丸中組 1.3

株式会社ホクコク地水 1.5

コマニー株式会社 0.4

株式会社エオネックス 0.9

大阪有機化学工業株式会社 1.5

ＮＰＯ法人世界の砂漠を緑で包む会 7.3

「風土記の社」づくりの会 1.5

株式会社ロードマネージメント 1.2

有限会社本田造園土木 0.8

※株式会社丸西組 0.9

合計　１８団体 45.3

H30年度実績

計59回、園児1,447名〔53園〕参加

〈実施場所〉
　夕日寺県民自然園（金沢市）
　石川県森林公園（津幡町）
　木場潟中央園地（小松市）
　和田山・末寺山史跡公園（能美市）
　橋立自然公園（加賀市）
　吉岡園地（白山市）
　ちびっ子自然センター（羽咋市）
　希望の丘公園（七尾市）
　健康の森総合交流センター（輪島市）

91%
実施したい

9%
実施したく

ない

吉岡園地（白山市） 

森林整備活動 CO2 吸収証書交付式  

和田山・末寺山史跡公園（能美市） 

平成 30 年度は計 59 回のプログラム実

施し、1,447 名の子どもたちが自然体験プロ

グラムに参加した。 

先生へのアンケートでは、９割以上が今

後、園独自で自然体験活動を実施したいと

回答があり、幼少期からの自然とのふれあ

いが推進できたと考えられる。 

企業等が社会貢献活動として森林整備活動を

実施した際に、その活動の社会に対する貢献度を

二酸化炭素吸収量として認証。 

平成 30 年度は 18 団体を認証し、企業等が行う

森づくり活動を推進した。 
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（８）いしかわ版ＣＯ２削減活動支援事業（事業費：228 千円） 

企業等から協賛を募り、NPO やボランティア団体等の営利を目的としない団

体が行う森林保全活動を支援した。（生活環境部温暖化・里山対策室） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）いしかわ景観キッズプログラムの開催（事業費：800 千円） 

      子ども達を対象に里山の景観保全と森づくりの大切さを理解する体験学習

を３回実施した。（土木部都市計画課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日時 参加学校 参加人数

6/18(月) 金沢市立馬場小学校 36名

6/25(月) 金沢市立馬場小学校 36名

10/17(水) 加賀市立片山津小学校 42名

計（のべ参加人数） 114名

年度 H30

支援件数 14団体

ロゴマーク
植栽地の下刈：七尾市 

植栽地の下刈：七尾市 

金沢市立馬場小学校 

（こなん水辺公園・金沢市） 

協賛企業からは、森林保全の応援ができる取り組みなの

で、理解が得やすいとの声もあり、多様な主体による県民参

加の森づくりが進んだと考えられる。 

日頃あまり意識することのない身近な地域について、町歩きや写真撮影を通して、風景や景観

に対する理解が進んだ。 



いしかわ森林環境基金事業の

令和元年度の取組内容

資料 ３



１ 森林の公益的機能の低下をもたらす放置竹林の除去

項目 計画面積

放置竹林の除去 １２０ha

令和元年度

森林の持つ公益的機能の発揮に支障を来すおそれのある、周辺森林に侵入・繁茂して

いる管理されなくなった竹林の除去を実施します。

１

Ⅰ 森林整備の取組



２ クマ、イノシシなどの野生獣の出没を抑止するための緩衝帯整備

項目 計画面積

緩衝帯整備 ６０ha

令和元年度

野生獣の出没を抑制することを目的として、過密化した里山林において森林の見通し

を良くするため、立木竹の伐採や刈払い等の整備を実施します。

２



普及啓発事業一覧（令和元年度）

Ⅱ 普及啓発の取組

３

単位：千円

事業名等 事業概要 予算額

いしかわ森林環境評価委員会開催 税の使途説明及び検証のため、第３者からなる評価委員会を開催（委員12名） 600

いしかわの森づくり普及広報推進事業
新聞広告、チラシ・パンフの作成・配布や、イベント、のぼり旗、成果を紹介する映像や広報誌等による
普及広報

7,000

いしかわ森林環境功労者表彰 県内での森づくり活動に顕著な功績のあった団体・企業・個人を表彰 120

いしかわ森林環境実感ツアー
親子や一般県民、小学生を対象とした、手入れ不足の整備状況等の現地を見学するバスツアーの開
催

2,900

木に親しむまちづくり推進事業
建築士等を対象に、新たな建築資材（ＣＬＴ等）や最新の木造建築に関する工法、県産材活用例等を
紹介する講習会を開催

2,000

森林への理解を育む木育推進事業
保育士等を対象に、子どもたちへ木の大切さを伝えるセミナーや、遊びと学びを組み合わせた実演会
を開催

2,000

こども森の恵み推進事業 次世代を担う子供達を対象とした森林環境教育や体験活動を実施するNPO等への支援 3,000

いしかわの森づくり推進月間事業 毎月10月の推進月間において、県民が参加する森づくりイベントを開催 2,600

企業の森づくり推進事業 企業に対する説明会やフィールドの斡旋 1,000

いしかわ身近な森保全事業 里山林等において地域住民等と協働して行う森林整備や木材等の利用活動への支援 5,000

森づくりボランティア推進事業【生活環境部】 里山等の森づくり活動を自主的に実施するNPO等への支援 3,700

里山子ども園推進事業【生活環境部】 里山を活用したもりの保育園のモデルプログラムの企画実施、保育士等の体験会実施 3,000

いしかわの森整備活動CO2吸収量認証事業【生活環境部】 企業等が実施した森づくり活動に対するCO2吸収証書の発行 1,000

いしかわ版CO2削減活動支援事業【生活環境部】 企業への森林保全活動（CO2削減活動）に対する理解促進 600

いしかわ景観キッズプログラムの開催【土木部】 小学生を対象に、里山景観に関心を抱き、大切さを学習する体験教室を開催 800

森
林
や
木
材
利
用
に
対
す
る

理
解
の
増
進

県
民
参
加
の
森
づ
く
り
推
進



Ⅲ 新たな取り組み

昨年度の「いしかわ森林環境基金評価委員会」最終報告を踏まえ、県産材

の利用促進対策を税の新たな使途に加えることとし、県産材の利用促進に

より、需要を拡大させることで、手入れ不足人工林の発生を未然に防ぎ、

森林の持つ公益的な機能の維持増進を図ります。

手入れ不足人工林の発生を未然に防ぐ県産材利用促進対策

４



（新規）いしかわの森で作る住宅推進事業 40,000千円

○使用量： 7㎥以上 ⇒ 助成額：10万円

○使用量：20㎥以上 ⇒ 助成額：30万円

○使用量：25㎥以上かつ県産材使用率90％以上 ⇒ 助成額：50万円

県産材を使った住宅等を新築・増改築・購入する方への助成により、

住宅分野における県産材需要を拡大します。

助成イメージ

県産材使用量

補助金額（定額）

５

７㎥～ ２０㎥～ ２５㎥～



モデル性や普及啓発効果が高く、県産材使用の模範となる民間施設への助成

により、非住宅分野における県産材需要を創出します。

○公募の上、県産材使用部分の材料費、工事費の1/2を上限に支援

※使用する材がＣＬＴ等の新部材の場合、材料費の3/4、工事費の1/2

対象とする施設のイメージ

（新規）民間施設県産材需要創出モデル推進事業 34,000千円

６



（新規）いしかわの木づかい運動推進事業 6,000千円

・「いしかわの木づかい表彰」の創設など

・Japan Home＆Building Showを活用した県産材製品のＰＲ

住宅や非住宅などの部門ごとに県産材の

利用拡大に向けた顕著な功績があった者を表彰

することにより、県産材利用の意欲向上に

取り組みます。

県産材の利用促進に向けた機運醸成に取り組むことで、県産材需要を押し上

げます。

７
表彰イメージ

住まいに関する建材・部材・設備・サービス

が一堂に会する日本最大級の専門展示会

「ふるさと建材・家具見本市」で石川県産材

製品をＰＲすることにより、新規顧客の獲得や

販路開拓に取り組みます。

展示会イメージ



○ 環境林整備事業の推進 2,860千円

○ 森林整備 337,000千円

・放置竹林の除去等 120ha
・緩衝帯整備 60ha

・森林所有者との協定締結等について補助

○ 森林や木材利用に対する理解の増進 14,620千円

・普及啓発や情報提供の実施 等

○ 県民参加の森づくりの推進 20,700千円

・県民森づくり大会等の開催や子ども達が参加する森林体験活動への支援 等

476,320千円

税 384,320千円

国庫 92,000千円

Ⅳ 令和元年度 事業計画

○ 環境林モニタリング調査 21,140千円

・森林の機能回復を把握するための調査や施業箇所の環境影響調査（事前調査）

新 いしかわの森で作る住宅推進事業 40,000千円

新 民間施設県産材需要創出モデル推進事業 34,000千円

新 いしかわの木づかい運動推進事業 6,000千円

い
し
か
わ
森
林
環
境
基
金
事
業

８

・県産材を使った住宅等の新築・増改築・購入への助成

・県産材使用の模範となる民間施設への助成

・県産材の利用促進に向けた機運醸成
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